
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年７月13日

【四半期会計期間】 第40期第１四半期（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）

【会社名】 コーナン商事株式会社

【英訳名】 KOHNAN SHOJI CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　疋田　直太郎

【本店の所在の場所】 堺市西区鳳東町４丁401番地１

（同所は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記で行っておりま

す。）

【電話番号】 ０７２（２７４）１６２１（代表）

【事務連絡者氏名】 常務取締役・上席執行役員　管理統括本部長（兼）総合企画本部

長　　　　宮永　俊一郎

【最寄りの連絡場所】 堺市西区鳳東町６丁637番地１

【電話番号】 ０７２（２７４）１６６８(ダイヤルイン）

【事務連絡者氏名】 常務取締役・上席執行役員　管理統括本部長（兼）総合企画本部

長　　　　宮永　俊一郎

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

コーナン商事株式会社(E03273)

四半期報告書

 1/15



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第１四半期
累計期間

第40期
第１四半期
累計期間

第39期

会計期間

自平成27年
　３月１日
至平成27年
　５月31日

自平成28年
　３月１日
至平成28年
　５月31日

自平成27年
　３月１日
至平成28年
　２月29日

営業収益 （百万円） 77,975 79,476 302,934

経常利益 （百万円） 4,124 5,354 12,911

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,646 3,475 6,044

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 17,658 17,658 17,658

発行済株式総数 （千株） 34,682 34,682 34,682

純資産額 （百万円） 90,102 95,398 92,478

総資産額 （百万円） 295,754 298,399 289,748

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 76.31 100.22 174.28

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 76.29 100.19 174.23

１株当たり配当額 （円） － － 38.00

自己資本比率 （％） 30.5 32.0 31.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 9,015 5,635 24,592

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △926 △4,545 △7,274

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △5,963 △807 △13,797

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 7,106 8,783 8,499

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．営業収益は、「売上高」と「営業収入」を合計しております。

３．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、一部に弱さはみられるものの、緩やかな回復基調が続いております。

設備投資は、これまでの企業収益の改善等を背景に、持ち直しの動きがみられます。個人消費は、概ね横ばい

となっておりますが、先行きについては、雇用・所得環境が改善するなかで、持ち直しに向かうことが期待され

ます。なお、当社店舗がドミナント展開している関西圏の経済については、インバウンド需要により活況を呈す

る動きはあるものの、依然足踏み状態にあります。

そのような中、当社は、前事業年度にツインターボ大作戦として掲げたテーマである、既存店の活性化と在庫

の削減への取組みを推し進め、計画２年目にあたる当期においても、当初の計画どおり堅調に推移しており、財

務体質の改善は顕著なものとなっております。

店舗拡充の分野では、ホームセンター１店舗、コーナンプロ２店舗を出店した他、ホームセンター１店舗を閉

店したため、当第１四半期会計期間末現在の店舗数は315店舗（ホームセンター264店舗、コーナンプロ51店舗）

となりました。

これらの結果、当第１四半期累計期間の業績は、営業収益79,476百万円（前年同四半期比1.9％増）、営業利

益5,776百万円（前年同四半期比22.1％増）、経常利益5,354百万円（前年同四半期比29.8％増）、四半期純利益

3,475百万円（前年同四半期比31.3％増）となりました。

売上高は76,101百万円と、既存店売上高は前年同四半期比0.1％増となったことに加え、新店３店舗の出店も

あり、前年同四半期比2.1％増となりました。商品部門別にみると、ホームインプルーブメント部門では、木

材・建材及び塗料・作業用品が伸びた一方で、リフォームが低調に推移しました。ハウスキーピング部門では、

ダイニング用品が伸びた一方で、家電は低調に推移しました。ペット・レジャー部門では、ペット用品が高い伸

びとなりました。

売上総利益は、売上総利益率が36.6％と前年同四半期比0.9％上昇したことにより、前年同四半期比4.7％増の

27,863百万円となりました。

営業利益は、店舗数の増加などに伴い、販売費及び一般管理費が前年同四半期比99百万円増加したものの、売

上総利益が1,242百万円増加したことにより、前年同四半期比22.1％増の5,776百万円となりました。

経常利益は、営業利益が前年同四半期比1,047百万円増加したことなどにより、前年同四半期比29.8％増の

5,354百万円となりました。

四半期純利益は、経常利益が前年同四半期比1,229百万円増加したことなどにより、前年同四半期比31.3％増

の3,475百万円となりました。

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ283百万円増加し、8,783百万円となり

ました。

当第１四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益が5,402百万円となった他、仕入債務の増加額

6,010百万円などの収入がありましたが、たな卸資産の増加額1,910百万円及び法人税等の支払額2,668百万円

などの支出により、5,635百万円の収入（前年同四半期比37.5％減）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出1,847百万円、無

形固定資産の取得による支出504百万円、差入保証金の差入による支出492百万円、関係会社株式の取得及び関

係会社出資金の払込による支出が1,864百万円あったことなどにより4,545百万円の支出（前年同四半期比

390.7％増）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、セール・アンド・割賦バックによる収入1,520百万円がありました

が、借入金の純減少額824百万円、配当金の支払額613百万円の支出等により、807百万円の支出（前年同四半

期比86.5％減）となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年７月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 34,682,113 34,682,113
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100

株であります。

計 34,682,113 34,682,113 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成28年３月１日～

平成28年５月31日
－ 34,682,113 － 17,658 － 17,893

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　1,200 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　 34,612,900 346,129 同上

単元未満株式 普通株式　　　 68,013 － －

発行済株式総数 34,682,113 － －

総株主の議決権 － 346,129 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年５月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

コーナン商事株式会社
堺市西区鳳東町４丁401番

地１
1,200 － 1,200 0.00

計 － 1,200 － 1,200 0.00

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が165株あります。

なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の株式数に100株、「単元未満株式」

の株式数に65株を含めております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成28年３月１日から平成28

年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年３月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　　1.1％

売上高基準　　　　0.1％

利益基準　　　　　0.2％

利益剰余金基準　　0.5％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成28年２月29日)
当第１四半期会計期間
(平成28年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,518 8,802

売掛金 3,993 5,142

商品及び製品 65,353 67,257

原材料及び貯蔵品 669 676

繰延税金資産 1,484 1,515

その他 5,286 6,846

貸倒引当金 △262 △268

流動資産合計 85,044 89,972

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 85,806 86,507

土地 28,546 28,546

リース資産（純額） 25,009 25,453

建設仮勘定 1,421 1,425

その他（純額） 8,479 8,648

有形固定資産合計 149,264 150,581

無形固定資産 5,596 6,030

投資その他の資産   

投資有価証券 549 627

差入保証金 44,782 44,897

繰延税金資産 811 795

その他 3,733 5,526

貸倒引当金 △33 △31

投資その他の資産合計 49,842 51,815

固定資産合計 204,703 208,427

資産合計 289,748 298,399

負債の部   

流動負債   

買掛金 22,115 28,125

短期借入金 6,000 －

1年内返済予定の長期借入金 26,624 26,151

リース債務 1,116 1,202

未払法人税等 2,818 2,119

賞与引当金 1,351 1,957

役員賞与引当金 105 －

その他 11,329 11,121

流動負債合計 71,459 70,678
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成28年２月29日)
当第１四半期会計期間
(平成28年５月31日)

固定負債   

長期借入金 72,794 78,442

リース債務 25,452 25,867

受入保証金 13,323 13,045

商品自主回収関連損失引当金 2,261 2,171

資産除去債務 5,788 5,828

その他 6,189 6,966

固定負債合計 125,809 132,322

負債合計 197,269 203,000

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,658 17,658

資本剰余金 17,921 17,921

利益剰余金 56,874 59,691

自己株式 △1 △1

株主資本合計 92,452 95,269

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 42 117

繰延ヘッジ損益 △16 11

評価・換算差額等合計 26 129

純資産合計 92,478 95,398

負債純資産合計 289,748 298,399
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年５月31日)

売上高 74,503 76,101

売上原価 47,882 48,237

売上総利益 26,621 27,863

営業収入 3,471 3,375

販売費及び一般管理費 25,363 25,462

営業利益 4,729 5,776

営業外収益   

受取利息 31 29

助成金収入 54 －

為替差益 28 176

その他 29 59

営業外収益合計 144 264

営業外費用   

支払利息 627 578

その他 121 108

営業外費用合計 748 686

経常利益 4,124 5,354

特別利益   

受入保証金解約益 － 213

特別利益合計 － 213

特別損失   

減損損失 － 126

店舗閉鎖損失 － 35

その他 4 3

特別損失合計 4 165

税引前四半期純利益 4,120 5,402

法人税、住民税及び事業税 991 1,958

法人税等調整額 482 △31

法人税等合計 1,473 1,926

四半期純利益 2,646 3,475
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 4,120 5,402

減価償却費 2,120 2,179

のれん償却額 41 41

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △105

商品自主回収関連損失引当金の増減額（△は減

少）
△279 △89

受入保証金解約益 － △213

減損損失 － 126

受取利息及び受取配当金 △31 △29

支払利息 627 578

売上債権の増減額（△は増加） △1,438 △1,148

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,043 △1,910

仕入債務の増減額（△は減少） 6,485 6,010

未払消費税等の増減額（△は減少） △767 △1,363

その他 802 △649

小計 10,636 8,828

利息及び配当金の受取額 1 1

利息の支払額 △577 △525

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,044 △2,668

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,015 5,635

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,254 △1,847

無形固定資産の取得による支出 △345 △504

関係会社株式の取得による支出 － △1,433

関係会社出資金の払込による支出 － △430

差入保証金の差入による支出 △322 △492

差入保証金の回収による収入 1,903 317

預り保証金の受入による収入 260 86

預り保証金の返還による支出 △163 △165

その他 △3 △75

投資活動によるキャッシュ・フロー △926 △4,545

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 7,000 －

短期借入金の返済による支出 △19,000 △6,000

長期借入れによる収入 12,500 12,000

長期借入金の返済による支出 △6,821 △6,824

リース債務の返済による支出 △266 △294

セール・アンド・割賦バックによる収入 2,014 1,520

割賦債務の返済による支出 △632 △595

社債の償還による支出 △156 －

配当金の支払額 △601 △613

その他 △0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,963 △807

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,126 283

現金及び現金同等物の期首残高 4,980 8,499

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 7,106 ※１ 8,783
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月1日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年５月31日）

現金及び預金勘定 7,125百万円 8,802百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △18 △18

現金及び現金同等物 7,106 8,783

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日

定時株主総会
普通株式 658 19.0 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、記念配当３円を含んでおります。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月26日

定時株主総会
普通株式 658 19.0 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年５月31日）

当社は、小売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 76円31銭 100円22銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,646 3,475

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,646 3,475

普通株式の期中平均株式数（株） 34,681,335 34,680,815

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 76円29銭 100円19銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 9,400 9,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

────── ──────

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成28年７月７日

コーナン商事株式会社   

取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石黒　　訓　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥村　孝司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコーナン商事株

式会社の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの第40期事業年度の第１四半期会計期間（平成28年３月１日から平

成28年５月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年３月１日から平成28年５月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、コーナン商事株式会社の平成28年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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